
（単位：円）

資 産 の 部 負 債 の 部

増減 増減

 第三号第四様式

地域福祉活動拠点拠点区分 貸借対照表
 令和5年03月31日現在
 

法 人：社会福祉法人　白子町社会福祉協議会  1 / 5
事 業：社会福祉事業

当年度末 前年度末 当年度末 前年度末
  流動資産  12,399,195 12,639,550 △240,355流動負債  6,496,731 6,803,715 △306,984
 　現金預金  12,101,195 12,462,050 △360,855　事業未払金  4,895,015 5,360,623 △465,608 

 　事業未収金  298,000 177,500 120,500　未払費用  1,429,178 1,302,842 126,336 

 　立替金  0 0 0　預り金  6,080 7,020 △940 

 　仮払金  0 0 0　職員預り金  166,458 133,230 33,228 

  固定資産  63,076,935 58,854,987 4,221,948固定負債  51,406,575 47,205,155 4,201,420
  基本財産  1,000,000  1,000,000 0　退職給付引当金  51,406,575 47,205,155 4,201,420
 　定期預金  1,000,000 0負債の部合計  57,903,306 54,008,870 3,894,436 1,000,000 

      その他の固定資産  62,076,935 57,854,987 4,221,948 純資産の部
 　建物  652,212 883,752 △231,540基本金  100,000 100,000 0 

 　機械及び装置  1 1 0国庫補助金等特別積立金  2,082,529 1,520,670 561,859 

 　車輌運搬具  2,103,238 998,939 1,104,299その他の積立金  15,732,671 15,732,671 0 

 　器具及び備品  142,010 207,718 △65,708　地域福祉積立金  10,732,671 10,732,671 0 

 　長期貸付金  1,098 3,371 △2,273  5,000,000 5,000,000 0　生活援護資金貸付金積立金 

 　退職手当積立基金預け金 35,383,990 32,599,570 2,784,420次期繰越活動増減差額  △342,376 132,326 △474,702 

 　退職給付引当資産  8,052,125 7,419,375 632,750　(うち当期活動増減差額) △474,702 △887,416 412,714 

 　地域福祉積立資産  10,732,671 10,732,671 0     

  5,000,000 5,000,000 0    　生活援護資金貸付金積立資産 
 　その他の固定資産  9,590 0純資産の部合計  17,572,824 17,485,667 87,157 9,590 

  資産の部合計  75,476,130 71,494,537 3,981,593負債及び純資産の部合計  75,476,130 71,494,537 3,981,593



基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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別紙2計算書類に対する注記(地域福祉活動拠点拠点区分用)
 

1．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産
　　残存価額を０円とした定額法とし、償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価額（１円）を
　　控除した金額に達するまで償却する
　②無形固定資産
　　残存価額を０円とした定額法
　③リース資産
　　該当なし
(2)引当金の計上基準
　①退職給与引当金
　　職員に対して将来支給する退職金のうち、期末要支給額（当該会計年度末に職員全員が自己
　　都合により退職したと仮定した場合に支給すべき退職金の額）を退職給付引当金に計上する
　②賞与引当金
　　社会福祉法人会計基準省令第１章第２条第４項並びに本会経理規程第５６条ただし書きに基づき計上しない

3．採用する退職給付制度

全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度並びに千葉県社会福祉事業共助会に加入している

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりとなっている。
（１）地域福祉活動拠点計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩))
（３）当拠点区分におけるサービス区分の内容
ア　地域福祉活動拠点（社会福祉事業）
　「法人運営事業」
　「研究・企画・普及・宣伝事業」
　「地域福祉事業」
　「共同募金配分事業」
　「相談事業」
　「在宅福祉事業」
　「地域生活支援事業」
　「受託事業」
　「貸付事業」
　「日常生活自立支援事業」
　「生活支援整備事業」
　「後見支援センター事業」

5．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。  (単位:円)

特定預金  1,000,000  0  0  1,000,000

 合　　　計  1,000,000  0  0  1,000,000

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

8．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額､減価償却累計額及び当期末残高は､以下のとおりである。  (単位:円)

建物  4,630,783  3,978,571  652,212

機械及び装置  148,000  147,999  1

車輌運搬具  4,380,050  2,276,812  2,103,238

器具及び備品  2,827,830  2,685,820  142,010

　　　　　合　　　計  11,986,663  9,089,202  2,897,461



債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
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9．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額､徴収不能引当金の当期末残高､債権の当期末残高は以下のとおりである。  (単位:円)

貸付事業貸付金  122,000  120,902  1,098

 合　　　計  122,000  120,902  1,098

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
 必要な事項

該当なし



（単位：円）

資 産 の 部 負 債 の 部

増減 増減

 第三号第四様式

地域福祉活動拠点拠点区分 貸借対照表
 令和5年03月31日現在
 

法 人：社会福祉法人　白子町社会福祉協議会  4 / 5
事 業：公益事業

当年度末 前年度末 当年度末 前年度末
  流動資産  1,448,881 7,506,451 △6,057,570流動負債  1,448,881 7,506,451 △6,057,570
 　現金預金  1,058,121 7,229,571 △6,171,450　事業未払金  1,284,523 7,374,289 △6,089,766 

 　事業未収金  352,260 238,380 113,880　未払費用  164,358 132,162 32,196 

 　前払費用  38,500 38,500 0　職員預り金  0 0 0 

 　仮払金  0 0負債の部合計  1,448,881 7,506,451 △6,057,570 0 

     固定資産  0 0 0 純資産の部
    次期繰越活動増減差額  0 0 0 

    　(うち当期活動増減差額) 0 0 0 

   純資産の部合計  0 0 0  
  資産の部合計  1,448,881 7,506,451 △6,057,570負債及び純資産の部合計  1,448,881 7,506,451 △6,057,570
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別紙2計算書類に対する注記(地域福祉活動拠点拠点区分用)
 

1．重要な会計方針

該当なし

3．採用する退職給付制度

社会福祉団体職員退職積立基金制度並びに千葉県社会福祉事業共助会に加入している

4．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりとなっている。
（１）地域福祉活動拠点計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩))
（３）各拠点区分におけるサービス区分の内容
ア　地域福祉活動拠点（公益事業）
　「地域包括支援センター事業」

5．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7．担保に供している資産

該当なし

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11．重要な後発事象

該当なし

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために
 必要な事項

該当なし


